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1. はじめに

京都大学三隅卓矢五味馨松岡譲

Kyoto u:凶v.Takuya MISUMI， Kei GOMI， yi田uruMATSUO五A

2∞7年に気候変動に関する政府間パネル担>CC)は、第4次評価報告書において、 20世紀半ば以降に観瀕さ
れた世界平均気温の上昇の原因は人為起源の温室効果ガス(GHG)である可能性がかなり高いとし、平均気温

の上昇が 2~30C以上になると、生態系や人類への総影響が大きくなると発表した 1)0 2009年には世界エネル

ギー機関(IEA)が、 2007年の時点で中国がアメリカを抜いて世界第1位のCO2排出国になったと報告した 2)。

このように中国の温暖化に対する害与は大きく、中国における低炭素対策の取り組みが重要である。本研究

では、中国の複数の地域を対象として、 2007年における CO2、NOx、SOx、PM2.5の排出量及び2030年にお

ける各地域の社会経済指標及びそれら対象環境負荷物質の排出量の推計を行う。

2. 額究の手法

2. 1議嬰

本研究では、吉本ら 3)の開発したツー

ル民保ExSSを用いた。 h偲ExSSは、

連関分析を中心とし、地域開のやり取り

を整合的に捉え、各地域の社会経済指標、

エネルギー需要量、 CO2排出量を推計す

るツーノレで、ある。 h怨ExSSの構造を図 1

に示す。また本研究では、恥依ExSSから

出力されたエネノレギー需要量をもとに、

NOx、SOx、PM2.5の排出量を推計する。

2.2手法

手法の全体像を図2に示す。桝aみの設

定では、対象年、対象地域、対象活動部

門を定める。対象地域は中国の省級行政

区画のうち香港、マカオ、チベット自治

区を掠く 30地域とし、対象活動部門は産

業、業務、旅客輸送、貨物輸送、家庭と

した。基準年は2007年、目標年は2030

年とした。なお以下では対象地域全体を

中国全体と言う。 2007年の情報は、各種

統計り同，ηから得られるデータを用いた。

また、 2007年の各地域の産業連関表につ

いては、各種統計及びその他の文献めを

図lMRExSSの構造

図2手法の全体像

基に作成した。 2030年の社会経済の想定、低炭素対策の設定は中間の将来のCO2排出量推計に関する報告書

9)を基に行った。社会経済については人口、都市化率、平均世帯人口、 GDP、産業構造について想定し、人

口は中国全体で約 14.6億人、都市化率は中国全{本で約7併色、平均世帯人口は2∞7年と比較して約6%低下、
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GDPは中国全体で約130兆元、産業構造については、 GDP成長率は3次産業、 2次産業、 1次産業の)1頃に高

いと想定した。低炭素対策については、高エネノレギー効率機器の普及、発電方式の転換、交通機関の燃費改

善、公共交通を設定した。それらの入力データを基に2030年のBaUケース及びCMケースの社会経済指標

及び環境負荷物質の排出量を推計し、 CO2削減ポテンシヤノレの要閣分析を行った。

3.結果

中国全体の社会経済指標の推言博吉果を表 1~こ、 CO2 の部門別排出量の推計結果を表 2 に、その他の対象物

質の排出量の推計結果を表3に、中間全体の対策別削減量を表4に示す。

表 l中国全体の社会経済指標の推計結果 表2中国全体のCO2排出量の推計姑果

2∞7年 2030年CM CMl2∞7年 2007年 2030年BaU 2030年CM
人口(イ意人) 12.9 14.6 
批帯数(1∞万世帯) 415 496 
都市部世帯数 202 340 
農村部世帯数 213 155 
GDP(兆元) 27.5 131.6 
l次産業 2.8 8.1 
2次産業 13.8 65.9 
3次産業 10.8 57.5 
旅客輸送量(100億人・ km) 815 638 
貨物輸送量(100億t.同) 903 4.494 

表3その他の対象物質の排出量の推計結果

NOx(ktN02) 

SOx(ktS02) 

PM2.S(詰)

2，007年 2030年BaU 2030年CM

19，146 32，954 17，905 

38，326 

3，853 

67，305 

8，580 

43，043 

5，111 

1.13 産業 1，353 2，889 2，120 
1.19 
業務 169 

1.68 
420 262 

0.72 旅客輸送 65 92 28 

4.78 貨物輸送 103 222 142 
2.89 家庭 170 90 66 
4.77 
5.32 
合計 1，8ω 3，713 2，618 

0.78 
4.97 

表4中国全体の対策別削減量

対策 削減量(MトC)

エネルギー効率機器の普及 640 

発電方式の転換 293 

交通機関の燃費の改善 56 

公共交通の普及 40 

合計 1，029 

低炭素対策の導入により、中国全体ではCO2排出量を約 1.0Gt開C削減可能であることが示された。部門別

の削減量は産業部門が約70%を占め、対策別削減量で、は高エネノレギー機器の普及が占める割合が最も大きく、

高エネルギー効率機器の普及が最も重要で、あることが示された。また発電方式の転換による削減量も大きく

なった。これは石炭火力発電のシェアを BaUケースの約 72%から約 48%に低下させ、水力発電、原子力発

電に転換したことにより単位電力消費あたりのCO2排出量が大幅に削減されたためで、あり、発電方式の転換

も重要であることが示された。 NOx、SOx、PM2.5についてもエネルギー需要量の減少に伴い排出量が大捕に

削減されることが示された。

次に各地域の部門JjIJCO2削減ポテンシャルを函3に、各地域の社会経済指標、 CO2排出量、削減ポテンシ

ヤノレ、対策別削減量を表5に示す。
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表5各地域の社会経済指標、 CO2排出量、出減ポテンシヤル、対策別削減量

人口(万人
)2∞7年C02排出 2030年CMC02排削減ポテンシヤノレ高エネルギー効発電方式交通機関の公共交通
金 (Mt-C) 出量(Mt-C) (Mt-C) 率機器の普及 の転換 燃費改善 の改善

北京市 1，848 138 175 28.2 11.4 9.5 2.1 3.1 

天津市 1，262 107 482 48.6 32.6 12‘7 1.9 0.1 

河北省 7，856 525 962 l位.1 67.6 23.9 1.4 0.8 

山商省 3，839 316 379 38.7 26.2 9.2 0.8 0.7 

内モンゴノレ自治区 2，721 24ο 166 21.2 10.9 6.1 1.4 1.5 

遼寧省 4，863 354 418 47.8 27.6 12.1 3.1 1.6 

吉林省 3，089 159 333 44.9 23.4 13.7 1.5 1.6 

黒竜江省 4，327 161 169 21.8 11.1 5.3 1.6 1.6 

上海市 2，103 226 312 38.4 16.9 12.8 6.6 0.5 

江蘇省 8，627 478 535 58.4 36.3 13.5 2.4 2.6 

海江省 え725 316 390 47.0 26.5 12.6 2.2 1.6 

安徽省 6，922 189 271 32.4 18.8 7.8 1.1 0.8 

福建省 4，052 176 478 56.4 33.0 15.2 2.9 1.0 

江凶省 4舛2 121 190 20.7 13.1 4.8 0.6 0.6 

山東省 10，598 617 344 42.0 22.8 10.3 2.4 2.6 

河南省 10，590 391 365 39.2 25.1 8.8 0.9 1.2 

湖北省 6，448 263 307 36.9 19.7 9.2 2.8 3.2 

湖南省 7，191 248 164 21.8 11.1 5.4 0.9 1.1 

広東省 10，6ヲ1 511 1，281 144.1 82.5 43.0 10.6 5.8 

広西チワン族自治区 5，395 142 370 40.0 25.2 10.0 1.6 1.2 

海南省 956 23 45 6.1 2.9 1.7 0.5 0.2 

重度市 3，186 101 337 37.8 23.0 10.9 1.4 0.7 

四)11省 9，195 235 345 28.1 21.5 9.4 1.2 2.0 

食列、i省 4，257 155 143 18.1 9.5 5.5 0.6 0.9 

雲南省 5，107 165 157 19.3 10.2 4.7 1.3 1.1 

挟西省 4，241 138 93 12.0 6.5 3.1 0.3 0.5 

甘粛省 2，961 108 91 10.1 5.8 2.6 0.6 0.7 

青海省 624 42 116 12.6 7.8 3.8 0.5 0.2 

等霊笈回族自治区 690 ω 52 5.8 3.6 1.4 0.2 0.2 

新援ウイグノレ自治区 え370 117 127 15.3 8.1 4.9 1.2 0.7 
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低炭素対策の導入により、 CO2排出量は、中国全体で、はBaUケースの約70%に抑制され、各地域ではBaUケ

ースの約63~77%に抑制された。削減ポテンシヤノレに占める部門の割合は、大部分の地域で産業部門が最も大

きくなったが、北京市や吉林省では業務部門が占める割合が最も大きくなった。対策別削減量では、大部分

の地域で、高エネルギー効率機器の普及が削減ポテンシヤノレに占める割合が最も大きく、 50%以上を占めてい

る。このことから高エネルギー効率機器の普及が大部分の地域で、最も最重で、あることが示された。地域によ

る差としては、特に北京市では、高エネルギー効率機器の普及が占める割合が約32%と他の地域と比較する

と低くなったのに対し、単位人口あたりの交通機関の燃費の向上、公共交通機関の普及による削減量が大き

くなり、交通機関に関する対策が重要であることが示された。

4.結論

本研究では、中国30地域を対象として2007年の各地域の環境負荷排出量及。て2030年の社会経済指標、環境

負荷排出量を推計した。低炭素対策の導入により、中国全体で>COz排出量を約1.0Gt-C 削減可能であること

が示された。対策別の削減量から、高エネノレギー効率機器の普及が最も重要で、あることが示された。また発

電方式の転換も重要であることが示された。

今後の課題としては、より詳細な地域別の社会経済の想定やCOz排出量が大きい鉄鋼業やセメント業など

の産業の地域分担率や地域エネルギーの果たす役割などを検討ずることなどが考えられる。
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